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市民部 くらしの安全課 

 

議案第 79 号 

盛岡市客引き行為等の禁止に関する条例について 

 

１ 制定の趣旨 

  客引き行為等の禁止に関し必要な事項を定めることにより、市民等が公共の場所を安全にかつ

安心して通行し、又は利用することができる環境の形成を図り、もって安全で安心して暮らせる

地域社会の実現に資そうとするものである。 

 

２ 条例の主な内容 

 (1) 市の責務 

市は、客引き行為等の禁止に関する市民等及び事業者等の意識の啓発その他の必要な施策を

推進する責務を有する。 

 (2) 市民等及び事業者等の責務 

市民等及び事業者等は、市が実施する客引き行為等の禁止に関する施策に協力するよう努め

なければならない。 

 (3) 禁止区域の指定等 

市長は、市民等が公共の場所を安全にかつ安心して通行し、又は利用することができる環境

を形成するため特に必要があると認める区域を、客引き行為等禁止区域（以下「禁止区域」と

いう。）として指定することができる。 

 (4) 禁止区域における客引き行為等の禁止 

      何人も、禁止区域において客引き行為等を行い、又は行わせてはならない。 

  (5) 禁止区域における客引き行為を用いた営業の禁止 

事業者等は、禁止区域において客引き行為を行った者又は当該客引き行為に関係のある者か

ら紹介を受けて、当該客引き行為を受けた者を客として当該事業者等の店舗に立ち入らせては

ならない。 

 (6) 指導 

市長は、(4) 又は(5) に違反する行為（以下「違反行為」という。）をしていると認めた者

に対し、当該違反行為をしてはならない旨を指導することができる。 

 (7) 勧告 

市長は、(6) の指導に従わないときは、その者に対し、当該指導に係る違反行為をしてはな

らない旨を勧告することができる。 

 (8) 命令 
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市長は、(7) の勧告に従わないときは、その者に対し、当該勧告に係る違反行為をしてはな

らない旨を命ずることができる。 

(9) 公表 

市長は、(8)の命令に従わないときは、次に掲げる事項を公表することができる。 

ア 当該命令を受けた者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主

たる事務所の所在地） 

イ 公表の原因となる事実 

     ウ イの事実に係る店舗等の名称及び所在地 

(10)罰則 

   (8) の命令に違反した者は、５万円以下の過料に処する。 

 

３ 施行期日 

  公布の日。ただし、(4) から(10)までの規定は、令和７年12月１日。 
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選挙管理委員会事務局  

 

議案第 80 号  

盛岡市市議会議員及び市長の選挙における選挙運動の公営に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

 

１ 改正の趣旨 

国の例に準じ、選挙運動用ビラ及び選挙運動用ポスターの作成の公営に要する経費に係る限度

額を引き上げようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

（1）選挙運動用ビラの作成における公費負担の限度額（第６条） 

選挙運動用ビラの作成に係る公費負担の限度額を次のように改正する。 

区 分 改正案 現 行 

選挙運動用ビラの作成費（１枚当たり） 8.38円 7.73円 

 

（2）選挙運動用ポスターの作成における公費負担の限度額（第９条） 

選挙運動用ポスターの作成に係る公費負担の限度額を次のように改正する。 

区 分 改正案 現 行 

選挙運動用ポス
ターの作成費
（１枚当たり） 

30.73円×(ポスター 
掲示場数－500)＋ 
609,690円 

 
ポスター 
掲示場数 

28.35円×(ポスター 
掲示場数－500)＋ 
586,905円 

 
ポスター 
掲示場数 

 

３ 施行期日  

公布の日 
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盛岡市市議会議員及び市長の選挙における選挙運動の公営に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡市市議会議員及び市長の選挙における選挙運動の公営に関する条

例

○盛岡市市議会議員及び市長の選挙における選挙運動の公営に関する条

例

平成６年９月30日条例第31号 平成６年９月30日条例第31号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡市市議会議員及び市長の選挙における選挙運動の公営に関する条

例

盛岡市市議会議員及び市長の選挙における選挙運動の公営に関する条

例

第１条から第５条まで 略 第１条から第５条まで 略

（選挙運動用ビラの作成の公営） （選挙運動用ビラの作成の公営）

第６条 候補者は、８円38銭に法第142条第１項第６号のビラ（以下「選挙運

動用ビラ」という。）の作成枚数（当該作成枚数が同号に定める選挙の区

分に応じた枚数を超えるときは、当該選挙の区分に応じた枚数）を乗じて

得た金額の範囲内で、選挙運動用ビラを無料で作成することができる。こ

の場合においては、第２条ただし書の規定を準用する。

第６条 候補者は、７円73銭に法第142条第１項第６号のビラ（以下「選挙運

動用ビラ」という。）の作成枚数（当該作成枚数が同号に定める選挙の区

分に応じた枚数を超えるときは、当該選挙の区分に応じた枚数）を乗じて

得た金額の範囲内で、選挙運動用ビラを無料で作成することができる。こ

の場合においては、第２条ただし書の規定を準用する。

第７条 略 第７条 略

（選挙運動用ビラの作成における公費の支払） （選挙運動用ビラの作成における公費の支払）

第８条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同条の

契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支払うべ

き金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラの１枚当たり

の作成単価（当該作成単価が８円38銭を超えるときは、８円38銭）に当該

選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて法第142条第１項第６号に

定める選挙の区分に応じた枚数の範囲内のものであることにつき、委員会

が定めるところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認し

たものに限る。）を乗じて得た金額を、第６条後段において準用する第２

条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業と

する者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払う。

第８条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同条の

契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支払うべ

き金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラの１枚当たり

の作成単価（当該作成単価が７円73銭を超えるときは、７円73銭）に当該

選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて法第142条第１項第６号に

定める選挙の区分に応じた枚数の範囲内のものであることにつき、委員会

が定めるところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認し

たものに限る。）を乗じて得た金額を、第６条後段において準用する第２

条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業と

する者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払う。

（選挙運動用ポスターの作成の公営） （選挙運動用ポスターの作成の公営）

第９条 候補者は、30円73銭に法第143条第１項第５号のポスター（以下「選

挙運動用ポスター」という。）の掲示場の数から500を控除して得た数を乗

じて得た金額に60万9,690円を加えた金額を選挙運動用ポスターの掲示場

の数で除して得た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数は、１円とする。以下「単価の限度額」という。）に選挙運動用ポスタ

ーの作成枚数（当該作成枚数が選挙運動用ポスターの掲示場の数に相当す

る数を超えるときは、当該相当する数）を乗じて得た金額の範囲内で、選

挙運動用ポスターを無料で作成することができる。この場合においては、

第２条ただし書の規定を準用する。

第９条 候補者は、28円35銭に法第143条第１項第５号のポスター（以下「選

挙運動用ポスター」という。）の掲示場の数から500を控除して得た数を乗

じて得た金額に58万6,905円を加えた金額を選挙運動用ポスターの掲示場

の数で除して得た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数は、１円とする。以下「単価の限度額」という。）に選挙運動用ポスタ

ーの作成枚数（当該作成枚数が選挙運動用ポスターの掲示場の数に相当す

る数を超えるときは、当該相当する数）を乗じて得た金額の範囲内で、選

挙運動用ポスターを無料で作成することができる。この場合においては、

第２条ただし書の規定を準用する。

第10条から第12条まで 略 第10条から第12条まで 略

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号）

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ 改正後の盛岡市市議会議員及び市長の選挙における選挙運動の公営に関

する条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日を告示される市議会

議員及び市長の選挙について適用し、この条例の施行の日の前日までにそ

の期日を告示された市議会議員及び市長の選挙については、なお従前の例

による。
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総務部 職員課 

 

議案第 81 号 

盛岡市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

  地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 110号）の改正に伴う規定の整備をし

ようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

部分休業の多様化に係る関係規定の整備として、次の事項について関係条例を改正するものと

する。 

(1) 部分休業制度（＊）について、勤務時間の始め又は終わりに引き続く時間としていた取扱い

を撤廃し、１日につき２時間の範囲内で取得できるよう改正する（第１号部分休業）。 

    ＊:対象者 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員 

(2) (1)に加えて、１年につき条例で定める時間を超えない範囲内で１日の勤務時間の全部又は一

部について勤務しないことを選択できるように定める（第２号部分休業）。 

    【非常勤職員以外の職員】77時間30分（10日間）  

    【非常勤職員】当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に10を乗じて得た時間 

 (3) 任命権者は、職員が第２号部分休業を請求した場合にあっては１時間を単位として承認する。 

(4) 部分休業の請求を申し出る単位期間（１年の期間）について、毎年４月１日から翌年３月31

日までの期間とする。 

 (5) 職員が選択した部分休業の区分（第１号部分休業又は第２号部分休業）を変更することがで

きる特別の事情を定める。 

 (6) 部分休業の取消事由を変更する。 

 

３ 施行期日  

令和７年10月１日 
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【第１条】盛岡市職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡市職員の育児休業等に関する条例 ○盛岡市職員の育児休業等に関する条例

平成４年３月24日条例第76号 平成４年３月24日条例第76号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡市職員の育児休業等に関する条例 盛岡市職員の育児休業等に関する条例

第１条から第18条まで 略 第１条から第18条まで 略

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員）

第19条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員と

する。

第19条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員と

する。

(１) 育児休業法第17条の規定による短時間勤務をしている職員 (１) 育児休業法第17条の規定による短時間勤務をしている職員

(２) 勤務日の日数            を考慮して規則で定める非

常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第22条の４第１項に規定する

短時間勤務の職を占める職員                を除

く。次条において同じ。）

(２) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める非

常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第22条の４第１項に規定する

短時間勤務の職を占める職員（以下「短時間勤務職員」という。）を除

く         。）

（第１号部分休業の承認） （   部分休業の承認）

第20条 育児休業法第19条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１

項に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は  

                                 

                                 

          、30分を単位として行うものとする。

第20条 部分休業（育児休業法第19条第１項に規定する部分休業をいう。以

下同じ                      。）の承認は、正

規の勤務時間（非常勤職員（短時間勤務職員を除く。以下この条において

同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定められた勤務時間）の始

め又は終わりにおいて、30分を単位として行うものとする。

２ 労働基準法第67条の規定による育児時間（以下「育児時間」という。）

又は盛岡市職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例第15条第１項の

介護時間の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を除く。）に対する

第１号部分休業の承認については、１日につき２時間から当該育児時間又

は当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範

囲内で行うものとする。

２ 労働基準法第67条の規定による育児時間（以下「育児時間」という。）

又は盛岡市職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例第15条第１項の

介護時間の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を除く。）に対する

   部分休業の承認については、１日につき２時間から当該育児時間又

は当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範

囲内で行うものとする。

３ 非常勤職員に対する第１号部分休業の承認については、１日につき、当

該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間45分を減

じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が育児時間又は育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年

法律第76号）第61条の２第20項の介護をするための時間（以下「介護をす

るための時間」という。）の承認を受けて勤務しない場合にあっては、当

該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は当該介護

をするための時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない

範囲内で）行うものとする。

３ 非常勤職員に対する   部分休業の承認については、１日につき、当

該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間45分を減

じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職員が育児時間又は育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年

法律第76号）第61条の２第20項の介護をするための時間（以下「介護をす

るための時間」という。）の承認を受けて勤務しない場合にあっては、当

該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は当該介護

をするための時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない

範囲内で）行うものとする。

（第２号部分休業の承認）

第20条の２ 育児休業法第19条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条

第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、

１時間を単位として行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあ

っては、それぞれ当該各号に定める時間数の第２号部分休業を承認するこ

とができる。

(１) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場

合であって、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当

該勤務時間の時間数

(２) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であっ

て、当該残時間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間

数

（育児休業法第19条第２項の条例で定める１年の期間）

第20条の３ 育児休業法第19条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４

月１日から翌年３月31日までとする。

（育児休業法第19条第２項第２号の条例で定める時間）

第20条の４ 育児休業法第19条第２項第２号の条例で定める時間は、次の各

号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間とする。

(１) 非常勤職員以外の職員 77時間30分

(２) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に10

を乗じて得た時間

（育児休業法第19条第３項の条例で定める特別の事情）

第20条の５ 育児休業法第19条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者

が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条

第２項の規定による申出時に予測することができなかった事実が生じたこ

とにより同条第３項の規定に基づく変更をしなければ同項の職員の小学校

就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認
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改正後 改正前

める事情とする。

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） （部分休業をしている職員の給与の取扱い）

第21条 職員が第１号部分休業又は第２号部分休業の承認を受けて勤務しな

い場合には、給与条例第14条第１項の規定にかかわらず、その勤務しない

１時間につき、同条第２項に規定する１時間当たりの給与額を減額した給

与を支給する。

第21条 職員が            部分休業の承認を受けて勤務しな

い場合には、給与条例第14条第１項の規定にかかわらず、その勤務しない

１時間につき、同条第２項に規定する１時間当たりの給与額を減額した給

与を支給する。

（部分休業の承認の取消事由） （部分休業の承認の取消事由）

第22条 育児休業法第19条第６項において準用する育児休業法第５条第２項

の条例で定める事由は、職員が育児休業法第19条第３項の規定に基づく変

更をしたときとする。

第22条 第14条の規定は、部分休業について準用する。

第23条から第25条まで 略 第23条から第25条まで 略

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号）

１ この条例は、令和７年10月１日から施行する。

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年

法律第５号）による改正後の地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第110号）第19条第１項の規定により、同条第２項第２号に掲げる

範囲内において、この条例の施行の日から令和８年３月31日までの間にお

ける同条第１項に規定する部分休業の承認の請求をする場合における第１

条の規定による改正後の盛岡市職員の育児休業等に関する条例第20条の４

の規定の適用については、同条第１号中「77時間30分」とあるのは「38時

間45分」と、同条第２号中「10」とあるのは「５」とする。
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【第２条第１号】盛岡市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 ○盛岡市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例

昭和28年12月24日条例第51号 昭和28年12月24日条例第51号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 盛岡市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例

第１条から第16条まで 略 第１条から第16条まで 略

（給与の減額） （給与の減額）

第17条 職員が勤務しないときは、職員の休日等である場合、休暇による場

合その他その勤務しないことにつき管理者の承認があつた場合を除くほ

か、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額した

給与を支給する。

第17条 職員が勤務しないときは、職員の休日等である場合、休暇による場

合その他その勤務しないことにつき管理者の承認があつた場合を除くほ

か、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額した

給与を支給する。

２ 職員が次に掲げる休業又は休暇の承認を受けて勤務しない場合には、前

項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たり

の給与額を減額した給与を支給する。

２ 職員が次に掲げる休業又は休暇の承認を受けて勤務しない場合には、前

項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たり

の給与額を減額した給与を支給する。

(１) 部分休業（職員がその小学校就学の始期に達するまでの子（育児休

業法第２条第１項に規定する子をいう。）を養育するため１日の勤務時

間の全部又は一部                    を勤務し

ないことをいう。）

(１) 部分休業（職員がその小学校就学の始期に達するまでの子（育児休

業法第２条第１項に規定する子をいう。）を養育するため１日の勤務時

間の    一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）を勤務し

ないことをいう。）

(２) 高齢者部分休業（職員が管理者が定める年齢に達した日以後の日で

その申請において示した日から当該職員に係る定年退職日（盛岡市職員

の定年等に関する条例（昭和59年条例第27号）第２条に規定する定年退

職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時間の一部について勤務し

ないことをいう。）

(２) 高齢者部分休業（職員が管理者が定める年齢に達した日以後の日で

その申請において示した日から当該職員に係る定年退職日（盛岡市職員

の定年等に関する条例（昭和59年条例第27号）第２条に規定する定年退

職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時間の一部について勤務し

ないことをいう。）

(３) 介護休暇（職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母その

他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期

間にわたり日常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）の

介護をするため、管理者が、その定めるところにより、職員の申出に基

づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、

指定する期間内において勤務しないことが相当であると認められる場合

における休暇をいう。）

(３) 介護休暇（職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母その

他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期

間にわたり日常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）の

介護をするため、管理者が、その定めるところにより、職員の申出に基

づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、

指定する期間内において勤務しないことが相当であると認められる場合

における休暇をいう。）

(４) 介護時間（職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当

該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、管理者が指定する期間内

において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇をいう。）

(４) 介護時間（職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当

該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、管理者が指定する期間内

において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇をいう。）

第18条から第21条まで 略 第18条から第21条まで 略

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号抄）

１ この条例は、令和７年10月１日から施行する。
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【第２条第２号】盛岡市市立病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡市市立病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 ○盛岡市市立病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例

平成19年３月30日条例第36号 平成19年３月30日条例第36号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡市市立病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 盛岡市市立病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例

第１条から第22条まで 略 第１条から第22条まで 略

（給与の減額） （給与の減額）

第23条 職員が勤務しないときは、職員の休日等である場合、休暇による場

合その他その勤務しないことにつき管理者の承認があった場合を除くほ

か、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額した

給与を支給する。

第23条 職員が勤務しないときは、職員の休日等である場合、休暇による場

合その他その勤務しないことにつき管理者の承認があった場合を除くほ

か、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額した

給与を支給する。

２ 職員が次に掲げる休業又は休暇の承認を受けて勤務しない場合には、前

項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たり

の給与額を減額した給与を支給する。

２ 職員が次に掲げる休業又は休暇の承認を受けて勤務しない場合には、前

項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たり

の給与額を減額した給与を支給する。

(１) 部分休業（職員がその小学校就学の始期に達するまでの子（育児休

業法第２条第１項に規定する子をいう。）を養育するため１日の勤務時

間の全部又は一部                    を勤務し

ないことをいう。）

(１) 部分休業（職員がその小学校就学の始期に達するまでの子（育児休

業法第２条第１項に規定する子をいう。）を養育するため１日の勤務時

間の    一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）を勤務し

ないことをいう。）

(２) 高齢者部分休業（職員が管理者が定める年齢に達した日以後の日で

その申請において示した日から当該職員に係る定年退職日（盛岡市職員

の定年等に関する条例（昭和59年条例第27号）第２条に規定する定年退

職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時間の一部について勤務し

ないことをいう。）

(２) 高齢者部分休業（職員が管理者が定める年齢に達した日以後の日で

その申請において示した日から当該職員に係る定年退職日（盛岡市職員

の定年等に関する条例（昭和59年条例第27号）第２条に規定する定年退

職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時間の一部について勤務し

ないことをいう。）

(３) 介護休暇（職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母その

他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期

間にわたり日常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）の

介護をするため、管理者が、その定めるところにより、職員の申出に基

づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、

指定する期間内において勤務しないことが相当であると認められる場合

における休暇をいう。）

(３) 介護休暇（職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母その

他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期

間にわたり日常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）の

介護をするため、管理者が、その定めるところにより、職員の申出に基

づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、

指定する期間内において勤務しないことが相当であると認められる場合

における休暇をいう。）

(４) 介護時間（職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当

該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、管理者が指定する期間内

において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇をいう。）

(４) 介護時間（職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当

該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、管理者が指定する期間内

において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇をいう。）

第24条から第27条まで 略 第24条から第27条まで 略

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号抄）

１ この条例は、令和７年10月１日から施行する。

-9-



総務部 職員課 

 

議案第 82 号 

盛岡市職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

国及び県の例に準じ、妊娠又は出産等についての申出をした職員及び３歳に満たない子を養育

する職員に対する措置等について定めようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

任命権者に対し、「妊娠又は出産等についての申し出をした職員」又は「３歳に満たない子を

養育する職員」について、次に掲げる事項の実施を義務付けるため、新たに条例第17条に規定を

設けるほか、これに伴う条項ずれの整理を行う。 

 (1) 仕事と育児の両立支援制度等に関する情報を提供すること。 

 (2) 仕事と育児の両立支援制度等の利用に係る意向確認等を行うこと。 

(3) (1)及び(2)に併せて、職業生活と家庭生活の両立の支障となる事情の改善に資する事項に係

る当該職員の意向確認等を行うこと。 

 (4) (3)により意向を確認した事項への配慮を行うこと。 

 

３ 施行期日  

令和７年10月１日 
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盛岡市職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡市職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例 ○盛岡市職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例

昭和34年12月24日条例第34号 昭和34年12月24日条例第34号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡市職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例 盛岡市職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例

第１条から第13条まで 略 第１条から第13条まで 略

（介護休暇） （介護休暇）

第14条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、父母、子、配偶者の父

母その他規則で定める者（第18条第１項において「配偶者等」という。）

で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むの

に支障があるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、任命権者が、

規則で定めるところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算し

て６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内

において勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇とす

る。

第14条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、父母、子、配偶者の父

母その他規則で定める者（第17条第１項において「配偶者等」という。）

で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むの

に支障があるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、任命権者が、

規則で定めるところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該

介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算し

て６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内

において勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇とす

る。

２ 介護休暇の期間は、指定期間内において必要と認められる期間とする。２ 介護休暇の期間は、指定期間内において必要と認められる期間とする。

３ 介護休暇については、盛岡市職員給与支給条例第14条第１項の規定にか

かわらず、その期間の勤務しない１時間につき、同条第２項に規定する勤

務１時間当たりの給与額を減額する。

３ 介護休暇については、盛岡市職員給与支給条例第14条第１項の規定にか

かわらず、その期間の勤務しない１時間につき、同条第２項に規定する勤

務１時間当たりの給与額を減額する。

第15条及び第16条 略 第15条及び第16条 略

（妊娠又は出産等についての申出をした職員等に対する措置等）

第17条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、盛岡市職員の育児休業等

に関する条例（平成４年条例第76号）第23条第１項の規定による申出（第

１号及び第３号において「申出」という。）をしたときは、当該職員に対

し、次に掲げる措置を講じなければならない。

(１) 申出をした職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号

において「出生時両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせる

ための措置

(２) 出生時両立支援制度等の請求又は申出に係る当該職員の意向を確認

するための措置

(３) 申出に係る子の心身の状況又は育児に関する当該職員の家庭の状況

に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生することが予想さ

れる職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項

に係る当該職員の意向を確認するための措置

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対

象職員」という。）に対し、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講

じなければならない。

(１) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号におい

て「育児期両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための

措置

(２) 育児期両立支援制度等の請求又は申出に係る対象職員の意向を確認

するための措置

(３) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職

員の家庭の状況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業

生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る対

象職員の意向を確認するための措置

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により職員の意向を確

認したときは、当該意向に配慮しなければならない。

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する措置等） （配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する措置等）

第18条 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に

至ったことを申し出たときは、当該職員に対し、仕事と介護との両立に資

する制度又は措置（以下この項及び次条において「介護両立支援制度等」

という。）その他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の請求

又は申出に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じ

なければならない。

第17条 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に

至ったことを申し出たときは、当該職員に対し、仕事と介護との両立に資

する制度又は措置（以下この項及び次条において「介護両立支援制度等」

という。）その他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の請求

又は申出に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じ

なければならない。

２ 任命権者は、職員に対し、当該職員が40歳に達した日の属する年度（４

月１日から翌年の３月31日までをいう。）において、前項に規定する事項

を知らせなければならない。

２ 任命権者は、職員に対し、当該職員が40歳に達した日の属する年度（４

月１日から翌年の３月31日までをいう。）において、前項に規定する事項

を知らせなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置） （勤務環境の整備に関する措置）
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改正後 改正前

第19条 任命権者は、介護両立支援制度等の請求又は申出が円滑に行われる

ようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。

第18条 任命権者は、介護両立支援制度等の請求又は申出が円滑に行われる

ようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。

(１) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 (１) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施

(２) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 (２) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備

(３) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 (３) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置

（非常勤職員の勤務時間及び休暇） （非常勤職員の勤務時間及び休暇）

第20条 非常勤職員（育児短時間勤務職員等及び短時間勤務職員を除く。）

の勤務時間及び休暇については、第３条から前条までの規定にかかわらず、

規則の定めるところによる。

第19条 非常勤職員（育児短時間勤務職員等及び短時間勤務職員を除く。）

の勤務時間及び休暇については、第３条から前条までの規定にかかわらず、

規則の定めるところによる。

（委任） （委任）

第21条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 第20条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号）

この条例は、令和７年10月１日から施行する。

-12-



会計課 

 

議案第 83 号 

盛岡市収入証紙条例を廃止する条例について 

  

１ 制定の趣旨  

  盛岡市収入証紙（以下「証紙」という。）を廃止しようとするものである。 

 

２ 条例の内容 

  証紙の販売及び使用を令和８年３月31日をもって終了することとし、盛岡市収入証紙条例を廃

止する。なお、未使用の証紙の返還手続き等を次のとおりとし、廃止する条例の附則で定める。 

 (1) 購入後未使用となっている証紙を保有する者は、施行日から令和13年３月31日までの間、規

則で定めるところにより、これを市に返還して現金の還付を受けることができる。 

 (2) 証紙の売りさばき人として指定されている者が、施行日前に買い受けた証紙で売りさばいて

いないものを保有しているときは、規則で定めるところにより、施行日以後遅滞なく市に返還

し、市は規則で定めるところにより、返還した者に現金を還付する。 

 

３ 施行期日 

  令和８年４月１日 

 

 

 

-13-



財政部 市民税課 

 

議案第 84 号 

盛岡市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

地方公共団体情報システムの標準化による租税の徴収金に関する証明書及び固定資産課税台帳

に記載した事項に関する証明書の様式の変更に伴う規定の整備をしようとするものである。 

 

２ 改正の背景 

  国は、デジタル社会の構築に向けた取組を全自治体で進めていくため、自治体ＤＸ推進計画

（令和２年12月総務省策定）を定め、各自治体のシステム標準化を実施する責務を定めた地方公

共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第40号）を定めた。 

  これにより、各自治体は標準化対象業務について国が定める標準仕様に合わせることとなり、

当市においても自治体ＤＸ推進計画の取組を推進するため、盛岡市行政ＤＸ推進計画を策定し、

標準仕様書に準拠したシステムへ移行することとし、手数料条例で定めている証明書について整

備しようとするものである。 

 

３ 改正の内容 

(1) 法人市民税の納税証明書の交付対象年度の変更 

「事業年度ごと１件」として交付することとし、当該規定を追加する。 

(2) 固定資産評価公課証明書の証明項目数等の変更 

ア 証明対象者の情報を「所有者」から「納税義務者」に変更する。 

イ 証明書用紙１枚で証明できる項目数について「土地５筆まで、家屋３棟まで」の記載を削

除する。 

(3) 「市税の滞納がないことの証明書」の廃止 

個人市民税など従来の証明項目に加え、国民健康保険税、督促手数料及び延滞金を含んだ

「完納証明書」の交付が可能となるため、当該証明書（条例別表66の２の項）を削除する。 

なお、「完納証明書」は新規のものとなるが、条例別表40の10の項を根拠とする納付に関す

る証明書となる。 

 

４ 施行期日 

令和８年１月１日 
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【参考】 

 

(1) 法人市民税の納税証明書の交付対象年度の変更について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在は事業年度に関わらず、中間申告や確定申告のあった年度に合わせて「年度ごと１件」

として納税証明書を交付しており、必要に応じて他の税目（市県民税等）の納税証明書と合わ

せて交付している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更後は、「事業年度ごと１件」として法人市民税のみ掲載した納税証明書を交付する。交

付手数料は１件につき 400円（変更なし）。 
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(2) 固定資産評価公課証明書の証明項目数等の変更について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更後の交付手数料は、証明書用紙１枚につき 400円（変更なし）。 
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盛岡市手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡市手数料条例 ○盛岡市手数料条例

平成12年３月30日条例第29号 平成12年３月30日条例第29号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡市手数料条例 盛岡市手数料条例

盛岡市手数料条例（昭和23年条例第39号）の全部を改正する。 盛岡市手数料条例（昭和23年条例第39号）の全部を改正する。

第１条 略 第１条 略

（手数料の徴収等） （手数料の徴収等）

第２条 別表の左欄に掲げる手数料を徴収する事務を処理する場合は、同表

の当該右欄に掲げる金額の手数料を当該手数料を徴収する事務に係る申請

等をした者から徴収する。

第２条 別表の左欄に掲げる手数料を徴収する事務を処理する場合は、同表

の当該右欄に掲げる金額の手数料を当該手数料を徴収する事務に係る申請

等をした者から徴収する。

２ 郵送により謄本、抄本、証明書その他の書類の送付を求めようとする者

から前項に規定する手数料のほかに郵送料を徴収する。

２ 郵送により謄本、抄本、証明書その他の書類の送付を求めようとする者

から前項に規定する手数料のほかに郵送料を徴収する。

第３条から第９条まで 略 第３条から第９条まで 略

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号）

この条例は、令和８年１月１日から施行する。

別表（第２条、第４条関係） 別表（第２条、第４条関係）

手数料を徴収する事

務

名称 金額 手数料を徴収する事

務

名称 金額

１から40の９まで

略

１から40の９まで

略

40の10 地方税法

（昭和25年法律第

226号）第20条の

10の規定に基づく

徴収金に関する証

明書の交付（同法

第382条の４に規

定する当該証明書

に住所に代わる事

項の記載をしたも

のの交付を含

む。）

租税の徴収金に関す

る証明書交付手数料

１件（地方税法施行令

（昭和25年政令第245号）

第６条の21第１項各号

（第５号を除く。）に掲

げる事項に係る証明書の

交付であって納付者２人

以上又は納付年度が２年

以上にわたるものについ

ては、それぞれ１人又は

１年度（法人市民税に係

るものにあっては、１事

業年度）を１件）につき

400円（個人番号カード

（行政手続における特定

の個人を識別するための

番号の利用等に関する法

律（平成25年法律第27

号）第２条第７項に規定

する個人番号カードであ

って、電子署名等に係る

地方公共団体情報システ

ム機構の認証業務に関す

る法律（平成14年法律第

153号）第22条第１項に規

定する個人番号カード用

利用者証明用電子証明書

が記録されているものに

限る。以下同じ。）又は

移動端末設備（電気通信

事業法（昭和59年法律第

86号）第12条の２第４項

第２号ロに規定する移動

端末設備であって、電子

署名等に係る地方公共団

体情報システム機構の認

証業務に関する法律第35

条の２第１項に規定する

移動端末設備用利用者証

明用電子証明書が記録さ

40の10 地方税法

（昭和25年法律第

226号）第20条の

10の規定に基づく

徴収金に関する証

明書の交付（同法

第382条の４に規

定する当該証明書

に住所に代わる事

項の記載をしたも

のの交付を含

む。）

租税の徴収金に関す

る証明書交付手数料

１件（地方税法施行令

（昭和25年政令第245号）

第６条の21第１項各号

（第５号を除く。）に掲

げる事項に係る証明書の

交付であって納付者２人

以上又は納付年度が２年

以上にわたるものについ

ては、それぞれ１人又は

１年度        

          

   を１件）につき

400円（個人番号カード

（行政手続における特定

の個人を識別するための

番号の利用等に関する法

律（平成25年法律第27

号）第２条第７項に規定

する個人番号カードであ

って、電子署名等に係る

地方公共団体情報システ

ム機構の認証業務に関す

る法律（平成14年法律第

153号）第22条第１項に規

定する個人番号カード用

利用者証明用電子証明書

が記録されているものに

限る。以下同じ。）又は

移動端末設備（電気通信

事業法（昭和59年法律第

86号）第12条の２第４項

第２号ロに規定する移動

端末設備であって、電子

署名等に係る地方公共団

体情報システム機構の認

証業務に関する法律第35

条の２第１項に規定する

移動端末設備用利用者証

明用電子証明書が記録さ
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改正後 改正前

れているものに限る。以

下同じ。）を使用して、

市の電子計算機に接続さ

れた端末装置（以下「多

機能端末機」という。）

に必要な事項を入力する

ことにより交付を受ける

場合にあっては、300円）

れているものに限る。以

下同じ。）を使用して、

市の電子計算機に接続さ

れた端末装置（以下「多

機能端末機」という。）

に必要な事項を入力する

ことにより交付を受ける

場合にあっては、300円）

40の11 略 40の11 略

40の12 地方税法第

382条の３の規定

に基づく固定資産

課税台帳に記載し

た事項に関する証

明書の交付（同法

第382条の４に規

定する当該証明書

に住所に代わる事

項の記載をしたも

のの交付を含

む。）

固定資産課税台帳記

載事項証明書交付手

数料

年度及び納税義務者ごと

（共有の固定資産がある

とき又は共有の形態が異

なるときは、これらを区

分するものとする。）

に、用紙１枚     

          

        につ

き400円

40の12 地方税法第

382条の３の規定

に基づく固定資産

課税台帳に記載し

た事項に関する証

明書の交付（同法

第382条の４に規

定する当該証明書

に住所に代わる事

項の記載をしたも

のの交付を含

む。）

固定資産課税台帳記

載事項証明書交付手

数料

年度及び所有者  ごと

（共有の固定資産がある

とき又は共有の形態が異

なるときは、これらを区

分するものとする。）

に、用紙１枚（土地につ

いては５筆まで、家屋に

ついては３棟まで）につ

き400円

41から66まで 略 41から66まで 略

66の２ 市税（県民

税及び森林環境税

を含み、市たばこ

税、特別土地保有

税、入湯税及び国

民健康保険税を除

く。）の滞納がな

いことの証明

市税の滞納がないこ

との証明手数料

400円

66の２ 固定資産課

税台帳に登録され

た事項がないこと

の証明

固定資産課税台帳に

登録された事項がな

いことの証明手数料

400円 66の３ 固定資産課

税台帳に登録され

た事項がないこと

の証明

固定資産課税台帳に

登録された事項がな

いことの証明手数料

400円

66の３ 国民健康保

険の加入期間に関

する証明

国民健康保険加入期

間証明手数料

被保険者ごとに450円 66の４ 国民健康保

険の加入期間に関

する証明

国民健康保険加入期

間証明手数料

被保険者ごとに450円

66の４ 国民健康保

険に係る医療費の

総額及び自己負担

額（医療費の総額

から国民健康保険

法（昭和33年法律

第192号）第36条

第１項の規定によ

る給付に係る額を

控除した額をい

う。）に相当する

額に関する証明

医療費の総額及び自

己負担相当額の証明

手数料

年度及び世帯ごとに450円 66の５ 国民健康保

険に係る医療費の

総額及び自己負担

額（医療費の総額

から国民健康保険

法（昭和33年法律

第192号）第36条

第１項の規定によ

る給付に係る額を

控除した額をい

う。）に相当する

額に関する証明

医療費の総額及び自

己負担相当額の証明

手数料

年度及び世帯ごとに450円

66の５ 市営住宅又

はコミュニティ住

宅に入居している

ことの証明

市営住宅等入居証明

手数料

450円 66の６ 市営住宅又

はコミュニティ住

宅に入居している

ことの証明

市営住宅等入居証明

手数料

450円

66の６ 自動車の保

管場所として市営

住宅又はコミュニ

ティ住宅の駐車場

の利用の決定を受

けていることの証

明

自動車保管場所利用

決定証明手数料

450円 66の７ 自動車の保

管場所として市営

住宅又はコミュニ

ティ住宅の駐車場

の利用の決定を受

けていることの証

明

自動車保管場所利用

決定証明手数料

450円

66の７ 建築基準法

第６条第４項若し

くは第18条第３項

確認済証等交付証明

手数料

450円 66の８ 建築基準法

第６条第４項若し

くは第18条第３項

確認済証等交付証明

手数料

450円
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改正後 改正前

（これらの規定を

同法第87条第１

項、第87条の４並

びに第88条第１項

及び第２項におい

て準用する場合を

含む。）の規定に

よる確認済証の交

付又は同法第７条

第５項若しくは第

18条第22項（これ

らの規定を同法第

87条の４並びに第

88条第１項及び第

２項において準用

する場合を含

む。）の規定によ

る検査済証の交付

に関する証明

（これらの規定を

同法第87条第１

項、第87条の４並

びに第88条第１項

及び第２項におい

て準用する場合を

含む。）の規定に

よる確認済証の交

付又は同法第７条

第５項若しくは第

18条第22項（これ

らの規定を同法第

87条の４並びに第

88条第１項及び第

２項において準用

する場合を含

む。）の規定によ

る検査済証の交付

に関する証明

67から74まで 略 67から74まで 略
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都市整備部 景観政策課 

 

議案第 85 号 

盛岡市景観条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

  歴史的景観要配慮区域において景観法（平成 16年法律第 110号）第 16条第１項の規定による

届出を要する行為のうち特定中高層建築物の新築等をしようとする者に事前協議の実施を義務付

けるほか、盛岡市景観審議会に部会を置くことができることとしようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

 (1) 事前協議 

  歴史的景観要配慮区域（下図のとおり。）において、景観法第 16 条第１項の規定による届出

を要する行為のうち次に掲げるもの（以下「協議対象行為」という。）をしようとする者（以下

「協議対象行為予定者」という。）は、当該届出を行う前に、当該協議対象行為について、あら

かじめ、市長に協議しなければならないものとする。 

 凡例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 歴史的景観要配慮区域 

名称 記号
国道

主要な地方道路

歴史的な街路

事前協議対象区域 名称

盛岡城跡公園とその周辺ゾーン

北山ゾーン

河南ゾーン

歴史的な街路に沿う街区
※歴史的な街路から100ｍ
を基本とした街区

―

歴史景観地域

記号
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ア 特定中高層建築物の新築 

  イ 建築物の増築又は改築であって、当該増築又は改築により特定中高層建築物に該当するこ

ととなるもの 

  ウ 特定中高層建築物の増築又は改築であって、当該増築又は改築に係る部分の床面積が当該

特定中高層建築物の増築前又は改築前の延べ面積の２分の１を超えるもの 

  エ 特定中高層建築物の外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更であっ

て、当該修繕若しくは模様替又は色彩の変更に係る部分の面積が当該特定中高層建築物の外

観のいずれかの立面で当該立面の面積の２分の１を超えるもの 

 (2) 措置の要請 

   事前協議を行う場合において、(1) のア～エまでに掲げる行為が景観計画に定める基準に適

合しないと認めたときは、協議対象行為予定者に対し、必要な措置をとることを要請すること

ができることとする。 

(3) 事前協議の終了等 

  ア 事前協議は、次のいずれかに該当するときに終了するものとする。 

   (ｱ) 事前協議が調ったとき。 

   (ｲ) 事前協議が調わない場合であって、協議対象行為予定者が市長に当該事前協議の終了を

申し出て、これに相当の理由があると市長が認めたとき。 

  イ 事前協議が終了したときは、協議対象行為予定者に対し、当該事前協議の結果を通知す

る。 

  ウ 事前協議が終了したときは、その内容を公表する。 

 (4) 勧告及び公表 

ア 協議対象行為予定者が事前協議をせず、又は虚偽の内容に基づいて事前協議をしたとき

は、当該協議対象行為予定者に対し、必要な措置をとることを勧告することができる。 

イ 勧告を受けた者がその勧告に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

ウ 公表をしようとするときは、当該勧告を受けた者に対し、あらかじめ、意見を述べる機会

を与えなければならない。 

 (5) 部会 

ア 審議会に部会を置くことができる。 

イ 部会は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

ウ 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができ 

る。 

 

３ 施行期日   

  令和８年４月１日 
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盛岡市景観条例の一部を改正する条例新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡市景観条例 ○盛岡市景観条例

平成21年３月27日条例第13号 平成21年３月27日条例第13号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡市景観条例 盛岡市景観条例

第１条から第６条まで 略 第１条から第６条まで 略

（事前協議）

第６条の２ 歴史的な景観に配慮した景観の誘導を図る必要がある区域とし

て前条第１項の景観計画に定める区域（以下「歴史的景観要配慮区域」と

いう。）において法第16条第１項の規定による届出を要する行為のうち次

に掲げるもの（以下「協議対象行為」という。）をしようとする者（以下

「協議対象行為予定者」という。）は、当該届出を行う前に、当該協議対

象行為について、規則で定めるところにより、あらかじめ、市長に協議し

なければならない。

(１) 地階を除く階数が５以上であり、又は高さ（規則で定める工作物が

建築物と一体となって築造される場合においては、当該工作物の高さを

含む。）が15メートル若しくは延べ面積が3,000平方メートルを超える建

築物（以下「特定中高層建築物」という。）の新築

(２) 建築物の増築又は改築であって、当該増築又は改築により特定中高

層建築物に該当することとなるもの

(３) 特定中高層建築物の増築又は改築であって、当該増築又は改築に係

る部分の床面積が当該特定中高層建築物の増築前又は改築前の延べ面積

の２分の１を超えるもの

(４) 特定中高層建築物の外観を変更することとなる修繕若しくは模様替

又は色彩の変更であって、当該修繕若しくは模様替又は色彩の変更に係

る部分の面積が当該特定中高層建築物の外観のいずれかの立面で当該立

面の面積の２分の１を超えるもの

２ 市長は、前項の規定による協議（以下「事前協議」という。）を受けた

ときは、盛岡市景観審議会の意見を聴かなければならない。

（措置の要請）

第６条の３ 市長は、事前協議を受けた場合において、当該事前協議に係る

歴史的景観要配慮区域における協議対象行為が第６条第１項の景観計画に

定める基準に適合しないと認めたときは、規則で定めるところにより、協

議対象行為予定者に対し、必要な措置をとることを要請することができる。

（事前協議の終了等）

第６条の４ 事前協議は、次の各号のいずれかに該当したときに、終了する

ものとする。

(１) 事前協議が調ったとき。

(２) 事前協議が調わない場合であって、協議対象行為予定者が市長に当

該事前協議の終了を申し出て、これに相当の理由があると市長が認めた

とき。

２ 市長は、事前協議が終了したときは、規則で定めるところにより、協議

対象行為予定者に対し、当該事前協議の結果を通知するものとする。

３ 市長は、事前協議が終了したときは、その内容を公表するものとする。

（変更の協議）

第６条の５ 協議対象行為予定者は、前条第１項の規定により事前協議が終

了した後、当該事前協議により調った事項を変更しようとするときは、規

則で定めるところにより、あらかじめ、市長に協議しなければならない。

ただし、その変更が規則で定める軽微な変更であるときは、この限りでな

い。

２ 第６条の２第２項、第６条の３及び前条の規定は、前項の規定による変

更の協議について準用する。この場合において、第６条の３中「当該事前

協議に係る歴史的景観要配慮区域における協議対象行為」とあるのは、「事

前協議により調った事項に係る変更の内容」と読み替えるものとする。

（勧告及び公表）

第６条の６ 市長は、協議対象行為予定者が次の各号のいずれかに該当した

ときは、当該協議対象行為予定者に対し、必要な措置をとることを勧告す

ることができる。

(１) 事前協議をせず、又は虚偽の内容に基づいて事前協議をしたとき。

(２) 前条第１項の規定による変更の協議をせず、又は虚偽の内容に基づ

いて当該協議をしたとき。

２ 市長は、前項の規定に基づく勧告を受けた者がその勧告に従わなかった
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改正後 改正前

ときは、その旨を公表することができる。

３ 市長は、前項の規定に基づく公表をしようとするときは、当該勧告を受

けた者に対し、あらかじめ、意見を述べる機会を与えなければならない。

第７条から第18条まで 略 第７条から第18条まで 略

第19条 前条の規定による形態意匠及び高さの制限を受ける工作物（以下「要

認定工作物」という。）の建設等をしようとする者は、あらかじめ、その

計画が、前条の規定に適合するものであることについて、申請書を提出し

て市長の認定を受けなければならない。当該認定を受けた要認定工作物の

計画を変更して建設等をしようとする場合も、同様とする。

第19条 前条の規定による形態意匠及び高さの制限を受ける工作物（以下「要

認定工作物」という。）の建設等をしようとする者は、あらかじめ、その

計画が、前条の規定に適合するものであることについて、申請書を提出し

て市長の認定を受けなければならない。当該認定を受けた要認定工作物の

計画を変更して建設等をしようとする場合も、同様とする。

２ 市長は、前項の申請書を受理した場合においては、その受理した日から

30日以内に、申請に係る要認定工作物の計画が前条の規定に適合するかど

うかを審査し、審査の結果に基づいて同条の規定に適合すると認めたとき

は、当該申請者に認定証を交付しなければならない。

２ 市長は、前項の申請書を受理した場合においては、その受理した日から

30日以内に、申請に係る要認定工作物の計画が前条の規定に適合するかど

うかを審査し、審査の結果に基づいて同条の規定に適合すると認めたとき

は、当該申請者に認定証を交付しなければならない。

３ 市長は、前項の規定により審査をした場合において、申請に係る要認定

工作物の計画が前条の規定に適合しないと認めたとき又は当該申請書の記

載によっては同条の規定に適合するかどうかを決定できない正当な理由が

あるときは、その旨及びその理由を記載した通知書を同項の期間内に当該

申請者に交付しなければならない。

３ 市長は、前項の規定により審査をした場合において、申請に係る要認定

工作物の計画が前条の規定に適合しないと認めたとき又は当該申請書の記

載によっては同条の規定に適合するかどうかを決定できない正当な理由が

あるときは、その旨及びその理由を記載した通知書を同項の期間内に当該

申請者に交付しなければならない。

４ 第２項の認定証の交付を受けた後でなければ、同項の要認定工作物の建

設等の工事（景観法施行令（平成16年政令第398号）第12条に規定する工事

を除く。第22条第４項及び第36条第１項第２号において同じ。）は、する

ことができない。

４ 第２項の認定証の交付を受けた後でなければ、同項の要認定工作物の建

設等の工事（景観法施行令（平成16年政令第398号）第12条に規定する工事

を除く。第22条第４項及び第33条第１項第２号において同じ。）は、する

ことができない。

第20条から第29条まで 略 第20条から第29条まで 略

第30条 審議会に部会を置くことができる。

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選とする。

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。

５ 前条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条

第２項中「半数以上」とあるのは、「全員」と読み替えるものとする。

第31条 部会は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、その意見を聴く

ことができる。

第32条 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の

議決とすることができる。

第33条 審議会の庶務は、都市整備部において処理する。 第30条 審議会の庶務は、都市整備部において処理する。

第34条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

会長が審議会に諮って定める。

第31条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

会長が審議会に諮って定める。

（委任） （委任）

第35条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 第32条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

（罰則） （罰則）

第36条 次の各号のいずれかに該当する者は、50万円以下の罰金に処する。第33条 次の各号のいずれかに該当する者は、50万円以下の罰金に処する。

(１) 第19条第１項の規定に違反して、申請書を提出せず、又は虚偽の申

請をした者

(１) 第19条第１項の規定に違反して、申請書を提出せず、又は虚偽の申

請をした者

(２) 第19条第４項の規定に違反して、要認定工作物の建設等の工事をし

た者

(２) 第19条第４項の規定に違反して、要認定工作物の建設等の工事をし

た者

(３) 第20条第１項の規定による市長の命令に違反した者 (３) 第20条第１項の規定による市長の命令に違反した者

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 ２ 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。

(１) 第23条第１項の規定に違反して、認定があった旨の表示をしなかっ

た者

(１) 第23条第１項の規定に違反して、認定があった旨の表示をしなかっ

た者

(２) 第25条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 (２) 第25条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者

(３) 第25条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 (３) 第25条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者

第37条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関して前条の違反行為をしたときは、行為者

を罰するほか、その法人又は人に対して同条の罰金刑を科する。

第34条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関して前条の違反行為をしたときは、行為者

を罰するほか、その法人又は人に対して同条の罰金刑を科する。

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号）

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。

２ 改正後の盛岡市景観条例第６条の２から第６条の６までの規定は、令和

８年７月30日以後に同条例第６条の２第１項に規定する歴史的景観要配慮

区域において同項に規定する協議対象行為に着手する場合について適用す

る。

別表第１から別表第３まで 略 別表第１から別表第３まで 略
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都市整備部 市街地整備課 

盛岡南整備課 

 

議案第 86 号 

盛岡広域都市計画事業太田地区土地区画整理事業施行規程等の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨  

次に掲げる条例の督促手数料の額を改定しようとするものである。 

(1) 盛岡広域都市計画事業太田地区土地区画整理事業施行規程（平成５年条例第 21号） 

(2) 盛岡広域都市計画事業都南中央第三地区土地区画整理事業施行規程（平成 11年条例第 39号） 

(3) 盛岡広域都市計画事業道明地区土地区画整理事業施行規程（平成 14年条例第 13号） 

 

２ 改正の内容 

督促手数料について、「50 円」であったものを「110 円」に改める。清算金徴収事務開始※に伴

い、清算金の督促手数料について、「使用料・手数料の見直しに関する基本方針」を踏まえ、かつ、

土地区画整理法第 110 条第４項の規定に基づき、現行の定形郵便物の料金（110 円）を反映した

金額へ改正するものである。 

 

補足：土地区画整理事業の概要 

事業名 
施行期間 

（清算期間５年含む） 
換地処分時期 

清算金徴収事務 

開始時期※ 

太田地区 平成５年度～令和 14年度 令和９年度 令和 10年度 

都南中央第三地区 平成 12年度～令和 13年度 令和８年度 令和９年度 

道明地区 平成 15年度～令和 12年度 令和７年度 令和８年度 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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４ 土地区画整理事業の位置図 

   

 

 

 

 

 

 

太田地区 

道明地区 都南中央第三地区 

岩手飯岡駅 

盛岡駅 
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【第１号】盛岡広域都市計画事業太田地区土地区画整理事業施行規程 新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡広域都市計画事業太田地区土地区画整理事業施行規程 ○盛岡広域都市計画事業太田地区土地区画整理事業施行規程

平成５年６月28日条例第21号 平成５年６月28日条例第21号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡広域都市計画事業太田地区土地区画整理事業施行規程 盛岡広域都市計画事業太田地区土地区画整理事業施行規程

目次及び第１条から第22条まで 略 目次及び第１条から第22条まで 略

（督促手数料及び延滞金） （督促手数料及び延滞金）

第23条 市長は、法第110条第３項の規定により徴収すべき清算金について督

促状を発したときは、督促状１通について督促手数料110円を徴収する。

第23条 市長は、法第110条第３項の規定により徴収すべき清算金について督

促状を発したときは、督促状１通について督促手数料 50円を徴収する。

２ 市長は、法第110条第３項の規定による督促を受けた者が督促状の指定期

限までに納付すべき清算金を納付しないときは、当該清算金の額にその納

期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、年10.75パーセントの割合を乗

じて計算した金額に相当する延滞金を加算して徴収する。この場合におい

て、延滞金の額に10円未満の端数があるとき又はその全額が10円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。

２ 市長は、法第110条第３項の規定による督促を受けた者が督促状の指定期

限までに納付すべき清算金を納付しないときは、当該清算金の額にその納

期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、年10.75パーセントの割合を乗

じて計算した金額に相当する延滞金を加算して徴収する。この場合におい

て、延滞金の額に10円未満の端数があるとき又はその全額が10円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。

３ 市長は、督促手数料又は延滞金の徴収に関しやむを得ない理由があると

認めるときは、当該督促手数料又は延滞金を減免することができる。

３ 市長は、督促手数料又は延滞金の徴収に関しやむを得ない理由があると

認めるときは、当該督促手数料又は延滞金を減免することができる。

第24条から第26条まで 略 第24条から第26条まで 略

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号）

この条例は、公布の日から施行する。
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【第２号】盛岡広域都市計画事業都南中央第三地区土地区画整理事業施行規程 新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡広域都市計画事業都南中央第三地区土地区画整理事業施行規程 ○盛岡広域都市計画事業都南中央第三地区土地区画整理事業施行規程

平成11年９月30日条例第39号 平成11年９月30日条例第39号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡広域都市計画事業都南中央第三地区土地区画整理事業施行規程 盛岡広域都市計画事業都南中央第三地区土地区画整理事業施行規程

目次及び第１条から第22条まで 略 目次及び第１条から第22条まで 略

（督促手数料及び延滞金） （督促手数料及び延滞金）

第23条 市長は、法第110条第３項の規定により徴収すべき清算金について督

促状を発したときは、督促状１通について督促手数料110円を徴収する。

第23条 市長は、法第110条第３項の規定により徴収すべき清算金について督

促状を発したときは、督促状１通について督促手数料 50円を徴収する。

２ 市長は、法第110条第３項の規定による督促を受けた者が督促状の指定期

限までに納付すべき清算金を納付しないときは、当該清算金の額にその納

期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、年10.75パーセントの割合を乗

じて計算した金額に相当する延滞金を加算して徴収する。この場合におい

て、延滞金の額に10円未満の端数があるとき又はその全額が10円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。

２ 市長は、法第110条第３項の規定による督促を受けた者が督促状の指定期

限までに納付すべき清算金を納付しないときは、当該清算金の額にその納

期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、年10.75パーセントの割合を乗

じて計算した金額に相当する延滞金を加算して徴収する。この場合におい

て、延滞金の額に10円未満の端数があるとき又はその全額が10円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。

３ 市長は、督促手数料又は延滞金の徴収に関しやむを得ない理由があると

認めるときは、当該督促手数料又は延滞金を減免することができる。

３ 市長は、督促手数料又は延滞金の徴収に関しやむを得ない理由があると

認めるときは、当該督促手数料又は延滞金を減免することができる。

第24条から第26条まで 略 第24条から第26条まで 略

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号）

この条例は、公布の日から施行する。
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【第３号】盛岡広域都市計画事業道明地区土地区画整理事業施行規程 新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡広域都市計画事業道明地区土地区画整理事業施行規程 ○盛岡広域都市計画事業道明地区土地区画整理事業施行規程

平成14年３月29日条例第13号 平成14年３月29日条例第13号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡広域都市計画事業道明地区土地区画整理事業施行規程 盛岡広域都市計画事業道明地区土地区画整理事業施行規程

目次及び第１条から第22条まで 略 目次及び第１条から第22条まで 略

（督促手数料及び延滞金） （督促手数料及び延滞金）

第23条 市長は、法第110条第３項の規定により徴収すべき清算金について督

促状を発したときは、督促状１通について督促手数料110円を徴収する。

第23条 市長は、法第110条第３項の規定により徴収すべき清算金について督

促状を発したときは、督促状１通について督促手数料 50円を徴収する。

２ 市長は、法第110条第３項の規定による督促を受けた者が督促状の指定期

限までに納付すべき清算金を納付しないときは、当該清算金の額にその納

期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、年10.75パーセントの割合を乗

じて計算した金額に相当する延滞金を加算して徴収する。この場合におい

て、延滞金の額に10円未満の端数があるとき又はその全額が10円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。

２ 市長は、法第110条第３項の規定による督促を受けた者が督促状の指定期

限までに納付すべき清算金を納付しないときは、当該清算金の額にその納

期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、年10.75パーセントの割合を乗

じて計算した金額に相当する延滞金を加算して徴収する。この場合におい

て、延滞金の額に10円未満の端数があるとき又はその全額が10円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。

３ 市長は、督促手数料又は延滞金の徴収に関しやむを得ない理由があると

認めるときは、当該督促手数料又は延滞金を減免することができる。

３ 市長は、督促手数料又は延滞金の徴収に関しやむを得ない理由があると

認めるときは、当該督促手数料又は延滞金を減免することができる。

第24条から第26条まで 略 第24条から第26条まで 略

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号）

この条例は、公布の日から施行する。
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都市整備部 建築指導課 

 

議案第 87 号 

盛岡市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全に関する条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

中高層建築物等に盛岡市景観条例（平成21年条例第13号）の規定による事前協議を要する行為

に係る建築物を加えるとともに、当該建築物の建築計画の周知の手続を定めるほか、必要な規定

の整備をしようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

(1) 中高層条例で規定している中高層建築物等に、盛岡市景観条例で規定する事前協議が必要と

なる建築物（以下「特定中高層建築物」という。）を加える。 

(2) 特定中高層建築物の建築計画の概要を記載した標識の設置期間について次のように定める。 

 建築基準法第６条第１項に規定する確認の申請書を提出し、又は同法第６条の２第１項に規

定する確認を求めようとする日の少なくとも60日前（同法第６条第１項に規定する確認を要し

ない当該中高層建築物等にあっては、工事の施工をしようとする日の少なくとも120日前）か

ら同法第７条第１項の規定による申請をし、又は同法第７条の２第１項に規定する検査を求め

る日（同法７条第１項の規定による申請を要しない当該中高層建築物等にあっては、当該工事

が完了する日）まで 

(3) 近隣住民に対する特定中高層建築物の建築計画の周知の方法については、説明会に限るもの

とする。 

(4) 市長は、建築主等から、近隣住民等への建築計画の説明会等を行った旨の報告を受けたとき

は、当該建築主等に対し、その旨を証する書面を交付するものとする。 

(5) 建築主等は、建築基準法第６条第１項に規定する確認の申請又は同法第６条の２第１項に規

定する確認の求めを行うときは、(4) の書面を建築主事又は指定確認検査機関に提示しなけれ

ばならないものとする。 

 

３ 施行期日 

令和８年４月１日 
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盛岡市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全に関する条例 ○盛岡市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全に関する条例

平成14年12月26日条例第39号 平成14年12月26日条例第39号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全に関する条例 盛岡市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全に関する条例

目次及び第１条 略 目次及び第１条 略

（定義） （定義）

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、建築基

準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）及び建築基準法施行令

（昭和25年政令第338号）に定めるところによる。

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、建築基

準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）及び建築基準法施行令

（昭和25年政令第338号）に定めるところによる。

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

(１) 中高層建築物等 次に掲げる建築物等をいう。 (１) 中高層建築物等 次に掲げる建築物等をいう。

ア 屋上突出物（避雷針を除く。）を含めた高さが10メートルを超える

建築物

ア 屋上突出物（避雷針を除く。）を含めた高さが10メートルを超える

建築物

イ 住戸の数が10以上の共同住宅、寄宿舎、下宿及び長屋 イ 住戸の数が10以上の共同住宅、寄宿舎、下宿及び長屋

ウ マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券

売場その他これらに類するもの及びカラオケボックスその他これに類

するもので、それぞれの用途に供する部分の床面積の合計が500平方メ

ートル以上のもの

ウ マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券

売場その他これらに類するもの及びカラオケボックスその他これに類

するもので、それぞれの用途に供する部分の床面積の合計が500平方メ

ートル以上のもの

エ 葬祭場（業として葬儀を行うことを主たる目的とした集会施設をい

う。）

エ 葬祭場（業として葬儀を行うことを主たる目的とした集会施設をい

う。）

オ 携帯電話の電波塔でアンテナを含めた高さが15メートルを超えるも

の又は携帯電話の電波塔が附属している建築物で規則で定めるもの

オ 携帯電話の電波塔でアンテナを含めた高さが15メートルを超えるも

の又は携帯電話の電波塔が附属している建築物で規則で定めるもの

カ 盛岡市景観条例（平成21年条例第13号）第６条の２第１項の規定に

よる協議を要する行為に係る建築物

(２) 建築等 建築又は建築物の用途を変更すること（前号カに該当する

中高層建築物等にあっては、盛岡市景観条例第６条の２第１項に規定す

る歴史的景観要配慮区域において同項に規定する協議対象行為をするこ

と）をいう。

(３) 建築主等 中高層建築物等に関する工事の請負契約の注文者又は請

負契約によらないで自らその工事をする者並びに中高層建築物等の建築

等に係る工事監理者、設計者及び工事施工者をいう。

(２) 建築主等 中高層建築物等に関する工事の請負契約の注文者又は請

負契約によらないで自らその工事をする者並びに中高層建築物等の建築

等に係る工事監理者、設計者及び工事施工者をいう。

(４) 紛争 中高層建築物等の建築等により生ずる日照、通風及び採光の

阻害、風害、電波障害、工事中の騒音、振動等その他の周辺の住環境に

及ぼす影響に関する近隣住民と建築主等との間の紛争をいう。

(３) 紛争 中高層建築物等の建築等により生ずる日照、通風及び採光の

阻害、風害、電波障害、工事中の騒音、振動等その他の周辺の住環境に

及ぼす影響に関する近隣住民と建築主等との間の紛争をいう。

(５) 近隣住民 中高層建築物等の敷地の境界線から当該中高層建築物等

の高さの２倍の水平距離の範囲内（第１号オに該当する中高層建築物等

にあっては、規則で定める範囲内）にある土地又は建築物（建築物の敷

地の一部が当該範囲内に含まれる場合にあっては、当該建築物を含む。）

の所有者及び占有者をいう。

(４) 近隣住民 中高層建築物等の敷地の境界線から当該中高層建築物等

の高さの２倍の水平距離の範囲内（第１号オに該当する中高層建築物等

にあっては、規則で定める範囲内）にある土地又は建築物（建築物の敷

地の一部が当該範囲内に含まれる場合にあっては、当該建築物を含む。）

の所有者及び占有者をいう。

(６) 周辺住民 近隣住民以外の者で中高層建築物等の建築等による電波

障害、工事の騒音、地下水の枯渇、ごみの堆積、通学路の安全の低下等

の影響を受けると認められるものをいう。

(５) 周辺住民 近隣住民以外の者で中高層建築物等の建築等による電波

障害、工事の騒音、地下水の枯渇、ごみの堆積、通学路の安全の低下等

の影響を受けると認められるものをいう。

第３条から第９条まで 略 第３条から第９条まで 略

（標識の設置等） （標識の設置等）

第10条 建築主等は、中高層建築物等の建築等をしようとするときは、規則

で定めるところにより、当該中高層建築物等の敷地の見やすい場所に建築

計画の概要を記載した標識を設置しなければならない。

第10条 建築主等は、中高層建築物等の建築等をしようとするときは、規則

で定めるところにより、当該中高層建築物等の敷地の見やすい場所に建築

計画の概要を記載した標識を設置しなければならない。

２ 前項の標識を設置する期間は、次の各号に掲げる中高層建築物等の区分

に応じ、当該各号に定める期間とする。

２ 前項の標識を設置する期間は、法第６条第１項（法第87条第１項及び第

88条第１項において準用する場合を含む。以下同じ。）に規定する確認の

申請書を提出し、又は法第６条の２第１項（法第87条第１項及び第88条第

１項において準用する場合を含む。以下同じ。）に規定する確認を求めよ

うとする日（法第６条第１項に規定する確認を要しない中高層建築物等に

あっては、建築等の工事の施工をしようとする日）の少なくとも30日前か

ら法第７条第１項（法第87条第１項及び第88条第１項において準用する場

合を含む。以下同じ。）の規定による申請をし、又は法第７条の２第１項

（法第88条第１項において準用する場合を含む。）に規定する検査を求め

る日（法第７条第１項の規定による申請を要しない中高層建築物等にあっ

ては、当該中高層建築物等の建築等の工事が完了する日）までとする。

(１) 第２条第２項第１号アからオまでのいずれかに該当する中高層建築

物等（次号に該当するものを除く。） 法第６条第１項（法第87条第１
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改正後 改正前

項又は第88条第１項において準用する場合を含む。次号を除き、以下同

じ。）に規定する確認の申請書を提出し、又は法第６条の２第１項（法

第87条第１項又は第88条第１項において準用する場合を含む。次号を除

き、以下同じ。）に規定する確認を求めようとする日（法第６条第１項

に規定する確認を要しない当該中高層建築物等にあっては、建築等の工

事の施工をしようとする日）の少なくとも30日前から法第７条第１項（法

第87条第１項又は第88条第１項において準用する場合を含む。以下この

号において同じ。）の規定による申請をし、又は法第７条の２第１項（法

第88条第１項において準用する場合を含む。以下同じ。）に規定する検

査を求める日（法第７条第１項の規定による申請を要しない当該中高層

建築物等にあっては、当該工事が完了する日）まで

(２) 第２条第２項第１号カに該当する中高層建築物等 法第６条第１項

（法第88条第１項において準用する場合を含む。以下この号において同

じ。）に規定する確認の申請書を提出し、又は法第６条の２第１項（法

第88条第１項において準用する場合を含む。）に規定する確認を求めよ

うとする日の少なくとも60日前（法第６条第１項に規定する確認を要し

ない当該中高層建築物等にあっては、建築等の工事の施工をしようとす

る日の少なくとも120日前）から法第７条第１項（法第88条第１項におい

て準用する場合を含む。以下この号において同じ。）の規定による申請

をし、又は法第７条の２第１項に規定する検査を求める日（法第７条第

１項の規定による申請を要しない当該中高層建築物等にあっては、当該

工事が完了する日）まで

３ 建築主等は、第１項の規定により標識を設置したときは、７日以内に市

長にその旨を届け出なければならない。

３ 建築主等は、第１項の規定により標識を設置したときは、７日以内に市

長にその旨を届け出なければならない。

４ 建築主等は、第１項の規定により設置している標識の内容に変更があっ

たときは、速やかに当該標識の記載内容を訂正し、その旨を市長に届け出

なければならない。

４ 建築主等は、第１項の規定により設置している標識の内容に変更があっ

たときは、速やかに当該標識の記載内容を訂正し、その旨を市長に届け出

なければならない。

（説明会の開催等） （説明会の開催等）

第11条 建築主等は、中高層建築物等の建築等をしようとするときは、前条

第１項の標識を設置した後、次に掲げる事項について、速やかに説明会等

（第２条第２項第１号カに該当する中高層建築物等にあっては、説明会に

限る。）の方法により近隣住民に周知しなければならない。

第11条 建築主等は、中高層建築物等の建築等をしようとするときは、前条

第１項の標識を設置した後、次に掲げる事項について、速やかに説明会等

                                   

    の方法により近隣住民に周知しなければならない。

(１) 中高層建築物等の敷地の形態及び規模 (１) 中高層建築物等の敷地の形態及び規模

(２) 中高層建築物等の構造、規模及び用途 (２) 中高層建築物等の構造、規模及び用途

(３) 中高層建築物等の敷地内における位置及び周辺の建築物の位置 (３) 中高層建築物等の敷地内における位置及び周辺の建築物の位置

(４) 中高層建築物等の工事期間、工法及び周辺への安全対策の概要 (４) 中高層建築物等の工事期間、工法及び周辺への安全対策の概要

(５) その他良好な近隣関係の形成のために配慮すべき内容で規則で定め

るもの

(５) その他良好な近隣関係の形成のために配慮すべき内容で規則で定め

るもの

２ 建築主等は、中高層建築物等の建築等をしようとする場合において、近

隣住民又は周辺住民から当該中高層建築物等に係る計画の内容について説

明を求められたときは、前項各号に掲げる事項について、説明会等の方法

により説明しなければならない。

２ 建築主等は、中高層建築物等の建築等をしようとする場合において、近

隣住民又は周辺住民から当該中高層建築物等に係る計画の内容について説

明を求められたときは、前項各号に掲げる事項について、説明会等の方法

により説明しなければならない。

３ 建築主等は、前２項の規定により説明会等を行った後、当該中高層建築

物等の建築計画を工事の完了前に変更しようとするときは、あらかじめ、

当該説明会等を行った近隣住民及び周辺住民に対し建築計画の変更の概要

について説明しなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認めた

ときは、この限りでない。

３ 建築主等は、前２項の規定により説明会等を行った後、当該中高層建築

物等の建築計画を工事の完了前に変更しようとするときは、あらかじめ、

当該説明会等を行った近隣住民及び周辺住民に対し建築計画の変更の概要

について説明しなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認めた

ときは、この限りでない。

（報告等） （報告）

第12条 建築主等は、前条の規定により説明会等を行ったときは、速やかに

市長に報告しなければならない。

第12条 建築主等は、前条の規定により説明会等を行ったときは、速やかに

市長に報告しなければならない。

２ 市長は、前項の規定による報告を受けたときは、当該建築主等に対し、

その旨を証する書面を交付するものとする。

３ 建築主等は、法第６条第１項に規定する確認の申請又は法第６条の２第

１項に規定する確認の求めを行うときは、前項の書面を建築主事又は指定

確認検査機関に提示しなければならない。

４ 市長は、第10条第１項の規定による標識の設置後又は第１項の報告を受

けた後において必要があると認めたときは、建築主等に対して近隣住民へ

の周知の状況に関する書類の提出を求めることができる。

２ 市長は、第10条第１項の規定による標識の設置後又は前 項の報告を受

けた後において必要があると認めたときは、建築主等に対して近隣住民へ

の周知の状況に関する書類の提出を求めることができる。

第13条から第33条まで 略 第13条から第33条まで 略

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号）

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。

２ 改正後の盛岡市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全に関する条

例（以下「改正後の条例」という。）第３章の規定は、次表の左欄に掲げ
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改正後 改正前

る中高層建築物等（改正後の条例第２条第２項第１号に規定する中高層建

築物等をいう。以下同じ。）の区分に応じ、同表の当該中欄に掲げる日以

後に同表の当該右欄に掲げる行為をする場合について適用する。

改正後の条例第10条第２

項第２号に掲げる中高層

建築物等のうち建築基準

法（昭和25年法律第201号）

第６条第１項（同法第88

条第１項において準用す

る場合を含む。以下同じ。）

に規定する確認を要する

もの

令和８年６

月１日

建築基準法第６条第１項に

規定する確認の申請又は同

法第６条の２第１項（同法第

88条第１項において準用す

る場合を含む。）に規定する

確認の求め

改正後の条例第10条第２

項第２号に掲げる中高層

建築物等のうち建築基準

法第６条第１項に規定す

る確認を要しないもの

令和８年７

月30日

建築等（改正後の条例第２条

第２項第２号に規定する建

築等をいう。以下同じ。）の

工事の施工

３ 前項の場合において、この条例の施行の日前に当該中高層建築物等の建

築等に係る改正後の条例附則第３項各号に掲げる行為に相当する行為がさ

れたときは、当該相当する行為は、当該各号に掲げる行為とみなす。
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玉山総合事務所 住民福祉課 

 

議案第 88 号 

盛岡市飲料水供給施設条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

盛岡市町村飲料水供給施設、盛岡市大平飲料水供給施設及び盛岡市岩洞飲料水供給施設を廃止

しようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

盛岡市町村飲料水供給施設、盛岡市大平飲料水供給施設及び盛岡市岩洞飲料水供給施設を削除

する。 

 

３ 施行期日 

公布の日 

 

４ その他 

  盛岡市町村飲料水供給施設、盛岡市大平飲料水供給施設及び盛岡市岩洞飲料水供給施設につい

て、井戸等整備支援事業により、施設使用者の井戸整備が完了したことから、当該施設を廃止し

ようとするものである。 
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盛岡市飲料水供給施設条例の一部を改正する条例新旧対照表

改正後 改正前

○盛岡市飲料水供給施設条例 ○盛岡市飲料水供給施設条例

昭和40年12月23日条例第54号 昭和40年12月23日条例第54号

改正 略 改正 略

令和７年 月 日条例第 号

盛岡市飲料水供給施設条例 盛岡市飲料水供給施設条例

第１条及び第２条 略 第１条及び第２条 略

（設置） （設置）

第３条 飲料水供給施設を次表のとおり設置する。 第３条 飲料水供給施設を次表のとおり設置する。

名称 給水区域 名称 給水区域

盛岡市川目飲料水供給施設 盛岡市川目第５地割の一部 盛岡市川目飲料水供給施設 盛岡市川目第５地割の一部

盛岡市葛巻飲料水供給施設 盛岡市玉山馬場字葛巻及び字田茂内の各

一部

盛岡市葛巻飲料水供給施設 盛岡市玉山馬場字葛巻及び字田茂内の各

一部

盛岡市町村飲料水供給施設 盛岡市薮川字町村の一部

盛岡市大平飲料水供給施設 盛岡市寺林字平森並びに巻堀字上桑畑及

び字西郡の各一部

盛岡市岩洞飲料水供給施設 盛岡市薮川字外山の一部

盛岡市大沼飲料水供給施設 盛岡市薮川字日向の一部 盛岡市大沼飲料水供給施設 盛岡市薮川字日向の一部

第４条から第６条まで 略 第４条から第６条まで 略

（使用料の額） （使用料の額）

第７条 盛岡市川目飲料水供給施設の使用料の額は、第１号の基本額に第２

号の加算額を加えた額とする。

第７条 盛岡市川目飲料水供給施設の使用料の額は、第１号の基本額に第２

号の加算額を加えた額とする。

(１) 基本額 １世帯１月につき 1,200円 (１) 基本額 １世帯１月につき 1,200円

(２) 加算額 １世帯１人１月につき 500円 (２) 加算額 １世帯１人１月につき 500円

２ 盛岡市葛巻飲料水供給施設                     

                  及び盛岡市大沼飲料水供給施設

（以下「葛巻飲料水供給施設等」という。）の使用料の額は、前項の額の

範囲内で管理の経費の実態を勘案して市長が定める額とする。

２ 盛岡市葛巻飲料水供給施設、盛岡市町村飲料水供給施設、盛岡市大平飲

料水供給施設、盛岡市岩洞飲料水供給施設及び盛岡市大沼飲料水供給施設

（以下「葛巻飲料水供給施設等」という。）の使用料の額は、前項の額の

範囲内で管理の経費の実態を勘案して市長が定める額とする。

３ 前項の規定にかかわらず、個別に給水量を計量するメーターが設置され

ている葛巻飲料水供給施設等に係る同項の規定の適用については、同項中

「前項の額」とあるのは、「旧玉山村水道事業給水条例（平成９年玉山村

条例第12号）第24条及び別表第１の規定の例による額」とする。

３ 前項の規定にかかわらず、個別に給水量を計量するメーターが設置され

ている葛巻飲料水供給施設等に係る同項の規定の適用については、同項中

「前項の額」とあるのは、「旧玉山村水道事業給水条例（平成９年玉山村

条例第12号）第24条及び別表第１の規定の例による額」とする。

第８条から第27条まで 略 第８条から第27条まで 略

附 則 略 附 則 略

附 則（令和７年条例第 号）

この条例は、公布の日から施行する。
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